
 

議第 42 号 

   令和５年度宮津市一般会計補正予算（第 11 号） 

令和５年度宮津市の一般会計の補正予算（第 11 号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１５８，５００千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１３，１０４，

４８７千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

 （繰越明許費の補正） 

第２条 既定の繰越明許費の追加及び変更は、「第２表繰越明許費補正」による。 

（地方債の補正） 

第３条 既定の地方債の追加及び変更は、「第３表地方債補正」による。 

 

     令和６年３月 28 日提出 

 

                                        宮津市長 城 﨑 雅 文 
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歳　入 (単位：千円）

11 地方交付税 4,365,000 150,250 4,515,250

1 地方交付税 4,365,000 150,250 4,515,250

15 国庫支出金 2,102,798 8,250 2,111,048

1 国庫負担金 927,093 8,250 935,343

22 市債 926,514 0 926,514

1 市債 926,514 0 926,514

12,945,987 158,500 13,104,487

補 正 前 の 額 補　　正　　額 計

第１表　歳入歳出予算補正　

款 項

 歳　　　　　　入　　　　　　合　　　　　　計 
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（単位：千円）

2 総務費 2,221,925 143,000 2,364,925

1 総務管理費 2,001,938 143,000 2,144,938

3 民生費 3,666,724 11,000 3,677,724

3 生活保護費 226,248 11,000 237,248

8 土木費 1,252,519 4,636 1,257,155

2 道路橋りょう費 340,439 4,636 345,075

3 河川費 105,154 0 105,154

9 消防費 743,182 0 743,182

1 消防費 743,182 0 743,182

12 予備費 8,693 △ 136 8,557

1 予備費 8,693 △ 136 8,557

12,945,987 158,500 13,104,487

- 1 -

補 正 前 の 額

歳　出

款 項 補　　正　　額 計

 歳　　　　　　出　　　　　　合　　　　　　計 
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第２表　繰越明許費補正

 1　追　加

事 業 名

2 総務費 1 総務管理費 電算管理事業

財産管理事業

3 戸籍住民基本台帳費 戸籍住民基本台帳管理運営事業

3 民生費 1 社会福祉総務費 電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金事業 1,250    

4 衛生費 1 保健衛生費 新型コロナウイルスワクチン接種事業

2 清掃費 不燃物処理場管理運営事業

し尿処理施設管理運営事業

新し尿処理施設整備事業

6 農林水産業費 3 水産業費 海岸保全施設整備事業

8 土木費 2 道路橋りょう費 道路維持修繕事業

3 河川費 河川整備事業

5 住宅費 定住促進住宅整備事業

10 教育費 1 教育総務費 与謝野町宮津市中学校組合分担金

13 災害復旧費 1 農林水産施設災害復旧費 農地農業用施設災害復旧事業

水産業施設災害復旧事業

（単位：千円） 

款 項 金 額

1,417    

1,210    

16,518    

210    

46,000    

49,417    

6,000    

24,497    

10,400    

2,966    

17,076    

47,697    

3,200    

22,854    
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2　変　更
（単位：千円） 

補 正 前 補 正 後

2 総務費 1 総務管理費 宮津市ターミナルセンター整備事業 68,000 69,000

4 衛生費 2 清掃費 し尿収集運搬事業 5,000 5,011

8 土木費 2 道路橋りょう費 道路新設改良事業 58,000 108,697

款 項 事 業 名

金 額
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第３表　地方債補正

1　追　加 （単位：千円）

急傾斜地崩壊対策事業 ９００ 　証書借入又は証券発行 3.0％以内

　ただし、市財政の都合により据置期
間及び償還期限を短縮し、若しくは繰
上償還又は低利に借換えすることがで
きる。

　　　　　２１，６００

（ただし書同上）

起 債 の 目 的 限　度　額 起 債 の 方 法

公民館整備事業 同　　　上 同　　　上

　ただし、発行価格が額面
を下まわるときは、その発
行価格差減額をうめるため
必要な金額をこれに加算し
た額

　ただし、証券発行の方法
による場合においては、発
行価格は額面金額 100円に
つき98円50銭以上とする。

　 ただし、利率見直し方式で
借り入れる資金について、
利率の見直しを行った後に
おいては、当該見直し後の
利率

計 ２２，５００

同　　　　　上

利　　　　率 償　還　の　方　法

　政府資金については、その融資条件
により、銀行その他の場合には、その
債権者と協定するものとする。

2　変　更 （単位：千円）

過疎対策事業 682,100
　証書借入又
は証券発行

3.0％以内 648,300
　証書借入又
は証券発行

3.0％以内

　ただし、市財政
の都合により据置
期間及び償還期限
を短縮し、若しく
は繰上償還又は低
利に借換えするこ
とができる。

　ただし、市財政
の都合により据置
期間及び償還期限
を短縮し、若しく
は繰上償還又は低
利に借換えするこ
とができる。

24,800 32,800

83,000 86,000

4,200 4,500
同　上 同　　上

（ただし書同上） （ただし書同上）

同　上 同　上 同　　上
（ただし書同上） （ただし書同上）

消防施設整備
事業

同　上 同　上 同　　上 同　上

河川整備事業 同　上 同　上 同　　上

同　　上
（ただし書同上） （ただし書同上）

　ただし、利
率見直し方式
で借り入れる
資金について、
利率の見直し
を行った後に
おいては、当
該見直し後の
利率

　ただし、証
券発行の方法
による場合に
おいては、発
行価格は額面
金額 100円に
つき98円50銭
以上とする。

道路整備事業 同　上 同　上 同　　上 同　上 同　上

　ただし、利
率見直し方式
で借り入れる
資金について、
利率の見直し
を行った後に
おいては、当
該見直し後の
利率

　ただし、発
行価格が額面
を下まわると
きは、その発
行価格差減額
をうめるため
必要な金額を
これに加算し
た額

　政府資金につい
ては、その融資条
件により、銀行そ
の他の場合には、
その債権者と協定
するものとする。

　政府資金につい
ては、その融資条
件により、銀行そ
の他の場合には、
その債権者と協定
するものとする。

　ただし、発
行価格が額面
を下まわると
きは、その発
行価格差減額
をうめるため
必要な金額を
これに加算し
た額

　ただし、証
券発行の方法
による場合に
おいては、発
行価格は額面
金額 100円に
つき98円50銭
以上とする。

利　　　　率 償　還　の　方　法 限　度　額 起 債 の 方 法 利　　　　率 償　還　の　方　法
起 債 の 目 的

補　　　　　　　　正　　　　　　　　前 補　　　　　　　　正　　　　　　　　後

限　度　額 起 債 の 方 法
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一般会計

歳 入 歳 出 補 正 予 算 ※ 事 項 別 明 細 書

歳　　入 （単位：千円）

11 地方交付税 4,365,000 150,250 4,515,250

15 国庫支出金 2,102,798 8,250 2,111,048

22 市債 926,514 0 926,514

12,945,987 158,500 13,104,487

１　総　　括

計

歳　　入　　合　　計

一般会計歳入歳出補正予算(第11号)事項別明細書

款 補 正 前 の 予 算 額 補 正 予 算 額

歳　　出 （単位：千円）

2 総務費 2,221,925 143,000 2,364,925 △12,200 155,200

3 民生費 3,666,724 11,000 3,677,724 8,250 2,750

8 土木費 1,252,519 4,636 1,257,155 11,900 △7,264

9 消防費 743,182 0 743,182 300 △300

12 予備費 8,693 △136 8,557 △136

12,945,987 158,500 13,104,487 8,250 0 150,250

国府支出金

補正前の
予 算 額

補正予算額

補　正　予　算　額　の　財　源　内　訳

地　方　債

款 計 特　　定　　財　　源
一 般 財 源

そ　の　他

歳　　出　　合　　計
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２　歳　入

(款)11 地方交付税　　(項) 1 地方交付税 (款)11 地方交付税(項) 1 地方交付税 （単位：千円）

 1 地方交付税 4,365,000 150,250 4,515,250  1 地方交付税 150,250 地方交付税

4,365,000 150,250 4,515,250

(款)15 国庫支出金　　(項) 1 国庫負担金 (款)15 国庫支出金(項) 1 国庫負担金 （単位：千円）

 1 民生費国庫負担金 879,259 8,250 887,509  3 生活保護費負担金 8,250 生活保護費負担金

927,093 8,250 935,343

(款)22 市債　　(項) 1 市債 (款)22 市債(項) 1 市債 （単位：千円）

 1 総務債 258,300 △12,200 246,100  1 総務管理債 △12,200 過疎対策事業債

 5 土木債 203,900 11,900 215,800  1 道路橋りょう債 8,000 道路整備事業債

 2 河川債 3,900 河川整備事業債 3,000

急傾斜地崩壊対策事業債 900

 6 消防債 4,200 300 4,500  1 消防債 300 消防施設整備事業債

 7 教育債 167,700 0 167,700  3 社会教育債 0 公民館整備事業債 21,600

過疎対策事業債 △21,600

926,514 0 926,514

説　　                  明

目 補正前の額 説　　                  明補　正　額 計
節

金　　額区　　分

目

計

補正前の額 補　正　額
金　　額

計

区　　分

区　　分
目

計

節

計

補正前の額 補　正　額
金　　額

計
節

説　　                  明
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３　歳　出

(款) 2 総務費　　(項) 1 総務管理費 (款) 2 総務費(項) 1 総務管理費 （単位：千円）

 3 財政管理費 469 143,000 143,469 143,000 24 積立金 143,000 基金管理事業 143,000

　財政調整基金積立金 143,000

 8 交通対策費 387,528 0 387,528 △12,200 12,200

2,001,938 143,000 2,144,938 △12,200 155,200

(款) 3 民生費　　(項) 3 生活保護費 (款) 3 民生費(項) 3 生活保護費 （単位：千円）

 2 扶助費 190,100 11,000 201,100 8,250 2,750 19 扶助費 11,000 生活保護費給付事業 11,000

　生活保護費給付事業 11,000

226,248 11,000 237,248 8,250 2,750

(款) 8 土木費　　(項) 2 道路橋りょう費 (款) 8 土木費(項) 2 道路橋りょう費 （単位：千円）

 2 道路維持費 100,458 4,636 105,094 8,000 △3,364 12 委託料 4,636 除雪事業 4,636

　除雪事業 4,636

説　　   明補　正　額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特　定　財　源
一 般 財 源

節

説　　   明
区　　分

目 補正前の額

節

金   額
国府支出金 地　方　債 そ　の　他

区　　分

計

目 補正前の額 補　正　額

そ　の　他

計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特　定　財　源
一 般 財 源 金   額

国府支出金 地　方　債

計

目 補正前の額 補　正　額

そ　の　他

計

補 正 額 の 財 源 内 訳

説　　   明特　定　財　源
一 般 財 源 区　　分 金   額

国府支出金 地　方　債

節
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　　 （単位：千円）

340,439 4,636 345,075 8,000 △3,364

(款) 8 土木費　　(項) 3 河川費 (款) 8 土木費(項) 3 河川費 （単位：千円）

 1 河川費 88,154 0 88,154 3,000 △3,000

 2 砂防費 17,000 0 17,000 900 △900

105,154 0 105,154 3,900 △3,900

(款) 9 消防費　　(項) 1 消防費 (款) 9 消防費(項) 1 消防費 （単位：千円）

 3 消防施設費 14,085 0 14,085 300 △300

743,182 0 743,182 300 △300

(款)12 予備費　　(項) 1 予備費 (款)12 予備費(項) 1 予備費 （単位：千円）

 1 予備費 8,693 △136 8,557 △136

8,693 △136 8,557 △136

区　　分 金   額
国府支出金 地　方　債 そ　の　他

説　　   明目 補正前の額 補　正　額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳 節

特　定　財　源
一 般 財 源

計

目 補正前の額 補　正　額

そ　の　他

計

補 正 額 の 財 源 内 訳 節

説　　   明特　定　財　源
一 般 財 源 区　　分 金   額

国府支出金 地　方　債

計

目 補正前の額 補　正　額

そ　の　他

計

補 正 額 の 財 源 内 訳 節

説　　   明特　定　財　源
一 般 財 源 区　　分 金   額

国府支出金 地　方　債

計

目 補正前の額 補　正　額

そ　の　他

計

補 正 額 の 財 源 内 訳

計

節

説　　   明特　定　財　源
一 般 財 源 区　　分 金   額

国府支出金 地　方　債
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（単位：千円）

前 前 年 度 末 前 年 度 末 当 該 年 度 末

当 該 年 度 中 当 該 年 度 中
現 在 高 現 在 高 起 債 見 込 額 元金償還見込額 現 在 高 見 込 額

１ 11,712,721 11,273,192 908,500 983,653 11,198,039

（１）総 務 債 1,036,490 971,493 68,079 903,414

（２）民 生 債 143,545 106,365 33,763 72,602

（３）衛 生 債 332,919 319,439 17,300 27,941 308,798

（４）農 林 水 産 業 債 146,783 119,084 22,200 23,220 118,064

（５）商 工 債 47,259 32,906 3,743 29,163

（６）土 木 債 1,675,464 1,725,193 179,200 125,926 1,778,467

（７）消 防 債 358,423 337,335 4,500 27,039 314,796

（８）教 育 債 466,009 405,379 21,600 40,981 385,998

（９）諸 支 出 債 20,068 0 0

（10）辺 地 債 62,367 72,795 15,400 13,742 74,453

（11）過 疎 債 7,379,494 7,156,863 648,300 601,659 7,203,504

（12）第三セクター等改革推進債 43,900 26,340 17,560 8,780

２ 954,846 823,819 38,300 124,932 737,187

（１）農 林 水 産 業 債 107,863 86,557 18,000 17,920 86,637

（２）土 木 債 803,515 699,661 15,500 101,500 613,661

（３）教 育 債 4,288 3,675 4,800 612 7,863

（４）そ の 他 39,180 33,926 4,900 29,026

３ 4,080,108 3,765,273 49,414 384,638 3,430,049

（１）市 民 税 等 減 税 補 て ん 債 24,177 15,353 6,815 8,538

（２）臨 時 財 政 対 策 債 3,941,857 3,644,062 49,414 369,607 3,323,869

（３）減 収 補 て ん 債 101,274 93,058 8,216 84,842

（４）特 別 減 収 対 策 債 12,800 12,800 12,800

16,747,675 15,862,284 996,214 1,493,223 15,365,275

　　　　　地方債の前前年度末及び前年度末における現在高並びに

　　　　　当該年度末における現在高の見込みに関する調書

区　　　　　分

当 該 年 度 中 増 減 見 込 み

備　　考

災 害 復 旧 債

そ の 他

合 計

普 通 債
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